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大 内 和 直
村 山 洋 介
本意見は,平成16年 3月3日に法務省民事局参事官室から公表された ｢動
産譲渡及び債権譲渡を公示する制度の整備に関する要綱中間試案｣に関する





























































































































86 経 営 と 経 済
第 1に,将来債権の特定の方法によっては包括的担保として債務者の一般
財産に対する不当な干渉を招来し,同時に以後の債務者による債権を用いた
資金調達等の経済活動を著しく阻害する可能性がある｡担保解放請求等の債
務者と担保権者の実質的な公平を実現する法制度の整備がなされていない状
況で,本制度を創設することは問題である｡
第 2に,補足意見は,将来債権の譲渡を肯定した裁判例をあげているが,
債務者が不特定な将来債権の譲渡可能性についても,対抗力の取得について
も,判例 ･学説上ともに末だ確立しているとは言い難い｡実体法上その効力
が不明確な制度に特別立法で対抗力のみを付与することは問題である0
第 3に,本来対抗要件制度は,その時間的先後関係でその優劣が決せられ
る以上,対抗要件取得の機会が何人にも公平に保障されている場合にのみそ
の正当性が担保される｡債務者不特定という極めて早い段階で右将来債権に
ついて対抗力の取得を認めることは,このような対抗要件取得の機会の公平
性を阻害し,同時に債権譲渡の対抗要件制度そのものの正当性を失わせるこ
とになる｡
2 法人登記簿への記載
債権譲渡登記がされた際に法人登記簿に記載する制度の在 り方について
は,動産譲渡登記における同制度の導入の必要性の検討とともに,なお検
討をする｡
3 その他
その他所要の規定を整備するものとする｡
【意見】
本登記制度の創設により,過剰担保等による債務者の一般財産に対する不
当な干渉を誘発する虞がある｡債務者不特定の将来債権譲渡の登記制度の導
入を検討する場合には,債務者並びに債務者の一般債権者の利益を不当に害
しない立法上の手当が不可欠である｡
